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わが国の社会基盤に関わる防災対策は､1 5年
の兵庫県南部地震を機に変わり始めた｡これまで 路整備費用の一部を地域住民が保険として支払う
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を対象として､代替道路整備に対する利用者の信
1 はじめに 頼性 ･安全性の向上効果について仮想的市場評価
ioVltauai tngentcon と呼
ぶ)を用いて評価することを目的とする｡ 特に､道
Mcvことの可能性を検討する｡また､ 
事業を進め､国は国民に対して安全を確保するこ 答の信頼性についても検討していることが､本研
は､リスクをコントロールする対策を中心に防災 における回
99とを約束してきたが､1 5年以降その安全神話も
崩れ始めている｡ 国は､災害からどこまで国民を
守ることができるのかについて明確にする必要が 2 ｢災害と保険｣に関わる動向と研究レビュー  
あり､同時に個人は全てを国に委ねるのではなく､
究の特徴である｡ 
個人が自らを守るために､何をすべきか､何がで 21.
災害と保険に関わる動向
きるのかについて問う必要がある｡
本研究は2000年 3月に発生した有珠山噴火災害 
●1 建設システム工学科 
2` 建設システム工学専攻 
災害リスクに対応する手段は､図-1のようにリ
スクコントロールとリスクファイナンスに大別さ
れる｡前者は発生を防ぐ､被害を軽減する機能で
あり､後者は被害発生後の事後的な対応である｡
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これまでの社会基盤に関わる防災対策は､ハー
ド･ソフト対策共にリスクコントロールを重点に
行われていた｡自然災害はリスクが相関して集合
的かつ巨大な損害を発生させるため､独立して発
生するリスクや､分散して発生するリスクに対し
て､それを軽減するための ｢保険｣の適応はこれ
まで困難とされていた｡
リスク リスクの回避･予防
コントロー ル
リスクの軽減

リスクの発見評価
 
(頻度･程度など) リスクの移転

リスク 保有
ファイナンス
自家保険
キャプティブ
その他
図_1 リ スクマネジメントの手 段 1)
しかし､近年の保険会社は､自然災害などの大
規模災害に対応する保険の開設及び実際の運営を
行っており､これについては多々納 2)がレビュー
している｡ そして､最近では､リスク分散機能を
持つ手段として保険の証券化が考案されるまでに
至っている｡これは代替的リスク移転手法(ART)
と呼ばれているもので､1990年中頃から注目され
るようになってきている｡これまでは保険市場の
中でリスクを分担していたのが､証券市場を巻き
込み広い範囲でリスク分担するようになってきて
いる (図_2)｡
図-2リスクファイナンスにおけるリスク
2. 分散の種類2災害と保険に関わる研究レビュ
地域 ･ ー都市計画学における分野では､小林 ･横
松 3)による防災投資による便益評価の研究がある
この研究では､個人的なリスクを相互に分散す ｡
相互保険と､集合的なリスクを分散させる状況る
存的証券を組み合わせた保険システムの提案を依
ている｡また､地域住民の強制加入からなる自し
体保険の導入による地域間最適リスク配分を分治
して､ 析
地方自治体の防災施策のひとつとして自治 
敬史,斎藤 和夫
案している｡上田 4)は pFIを含む民間主導型事

の成立において､自然災害のリスクがプロジェ業

トファイナンスにおける重要な要素であることをク

指摘し､リスクモデルによって PFIの成立可能

を分析している｡ その他の研究事例としては､性

雪地域での除雪保険の提案､デパートや遊園地積

いった準公共施設に対する保険の開発がなされと

いる｡ また､海外では､個人の財産を保護するて

めに洪 た

がある水保険を対象とした cvM 計測の研究事例

｡このように､自然災害を含む大規模な災害の

スクを分散する手段が実社会で検討され､更なリ

開発がなされている｡ また､自治体保険によるる

域間リスクに対する負担方法や､社会基盤に対地

る保険の導入については､様々な研究がなされす

いる｡しかし､社会基盤のリスクファイナンスて

して地域住民が社会基盤のリスクに対して直接と

資する場合の研究や､地域住民に 投

わる意識調査を行った研究はない対して保険に関

｡ここで､本研究で対象とする代替交通確保と

う防災事業と､保険による損害の補償の関係にい

いて､個人の視点から考えてみる｡前者はリスつ

コントロールとして公共性が高くその殆どを国ク

地方が管理しており､後者はリスクファイナンや

として個人や企業が財や生命の補償のためにプス

ルするのが一般で､両者の関係は異なった機能ー

持っている｡しかし､国や地方が管理しているを

災及び災害復旧の費用については､その殆どが税防

金(あるいは被災による義援金など)であり､そ

を実際に負担しているのは個人である｡また災れ

の補償は常に一定ではなく､災害の規模､マス害

ディアによる関心の高さ､経済状況などに影響メ

れる｡ 公共性の高い道路など利用者が限定できさ

い施設についての個人の防災意識は低いが､本な

はこうした施設についても意識を高めるべきで来

る｡ 個人が自分達の生活基盤を確保する意味かあ

国や地方に対して鋭い目をもち､防災に対してら

加することが必要といえる｡同時にこうした取参

組みは個人一人の行動だけでは社会全体を変えり

ことは る
である難しく､地域単位で意識をもつことが必要｡ 
3 2000年有珠山噴火災害が交通に与えた影
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提 L体保険を導入した場合の地域間リスク配分方法を
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て､2000年 3月 31日に発生した有珠山噴火災害を
保険支払型仮想的市場評価法による道路網のリダンダンシー評価
事例とする｡今回の噴火は､火山観測によって把
握された前兆現象にもとづき､3月 28日に臨時火
山情報第 1報､3月 29日に緊急火山情報第 1報が
順次発令された｡そして､住民の避難活動ととも
に道路や鉄道などの通行規制が検討され､ 3月 29
日の夕方までに､北海道縦貫自動車道(伊達 IC～豊
浦 IC)､国道 37号､230号､453号及び道道 11路
線が通行止めとなり､JR室蘭本線も運休となった｡
図一3は主要幹線道路の交通量変化を噴火前後で
示したものである｡ここでいう噴火後とは 4月 1
日までであり､この期間は災害範囲を確定するこ
とが困難であるため､通行規制が広範囲で行われ
た｡具体的には､北海道縦貫自動車道､国道 37号､ 
230号､453号､道道 11路線が通行止めとなった｡
そのため､国道 5号及び 276号が迂回路として設
定され､通行規制の情報とともに迂回路情報がマ
スコミ等を通じて周知された｡これにより､国道 5
号及び 276号の交通量が増加し､国道 5号では噴
火前に比べて 3700台増加し7200台になった (図
中の道路に沿って示されている数字は､上段が噴
火前の交通量､下段の括弧書が噴火後の交通量で
ある) 0
噴火後の交通規制は噴火活動の終息に従い､5
段階まで実施され､噴火から 1年後の 2001年 3
月末時点でも､依然として通行止めの区間が存在
している (国道 230号の一部と北海道縦貫自動車
道 (豊浦 IC～伊達 IC))0
図-3交通規制 至函館G (3月 29日～
 
村上 5 4月 1日)
)の研究によると､実際に迂回したと
られる①広域交通､②被災地関連交通につ 考え
額として算定したところ､①実際に迂増分を損失
えられる道央～道南などの広域交通の損回したと考
億円､②実際に迂回したと考えられる 失は約 21
連する交通の損失は約 18億円と推定さ被災地に関
ると､実際に迂回し れ､合計す
約 39億円と推計 たと考えられる交通の損失は､
されている｡また道路の通行規制により､事業
業活動に様々な影響が生じた(ヒアリ所 ･企業の産
結果γ )｡観光においてはツアーその ング調査の
ツアーの経路 ･目的地 ･宿泊地の変ものの中止､
湖温泉のみならず北海道南部から札更など､洞爺
光において､観光交通の大幅な変更幌へ向かう観
れた｡また､物流 ･運送会社においを余儀なくさ
通の迂回による走行時間の増加､鉄ては､道路交
輸送機関-の転換､物流拠点への輸道輸送から他
送作業体制の強化等により､各種経費が増大した｡噴
ら､国道 37号が全面開通となった 火直後か
迂回による時間損失は 1-2時間と7月 12日まで､
4 計測する対象 された｡ 
. T とその計測方法について41財の定義と計測法
道路投資の評価に関する指針(の選定 莱)第 2
道路整備による効果項目が大幅に拡 編 6)では､
大された｡具体的には､災害時交通機能の確保として
不安感の減少についても取り上げられ､の心理的 
応可能な評価手法とされている｡災害 cvMが適
替道路整備の効果は､①心理的不安感に対する代
頼性の向上の効果のみならず､②走 の減少や信
費用の増加､またそれに伴う一般利行時間や走行
難や､企業コストの増加を回復する用者の利用困
②については､通常の道路整備によ効果がある｡
ている消費者余剰を用いても評価がって用いられ
れる｡しかし､この方法では利用者可能と考えら
ける安心感などといったそもそも貨の災害時にお
いない心理的効果を計測することは幣換算されて
困難である｡今回対象とした信頼性の向上は､現在の
将来性も含めた みならず
用が望まし 心理的効果であるため､cvMの適
いと考えた｡ところで､自然災害の発生及びそ
網への影響については､これらを的れに伴う交通
ことが難しく不確実性の下で考える確に予測する
不確実性の環境政策決定や費 必要がある｡
オプ ション価格やオプション価値の概念はWeisbrod,Gr 用便益分析における
いて､ 29 それぞれ走行費用の増分､時間費用の
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議論され､日本では多々納 7)によってまとめられ
ている｡代替道路の確保による信頼性向上は､将
来発生するかもしれないリスク軽減の為の現時点
での措置による効果であり､オプション価格的に
解釈することができる｡ オプション価格とは､ど
ちらの状態になったとしても財 ･サービスが利用
できることに対する､どちらの状態が生じるかわ
からない段階での支払意志額を示すものである｡ 
4.2計測方法とその着目点
本研究では､代替道路整備による交通網の信頼
性向上を評価するため､cvMを用いて支払い意志
鶴( wiige opy: を計測すlnnsst a 以下､wTPと呼ぶ)
る｡ この際､本研究では以下の点に着目して分析
を行う｡
①支払い方法の違いによる wTPの変化
②回答者が暗黙裏に抱いている前提条件の違いに
よる wTPの変化
①の支払い方法については､以下の 3つを考え
た｡ 1つは負担金による支払いで､一般的に広く用
いられており､経済的価値と一致する｡2つ目は税
金より支出する税金捻出方式である｡ 公共事業に
おいて実際には負担金や追加的な税金を用いた支
払いなどは存在 しないため､支払い方法による心
理的抵抗感を考慮して､現実性が高いと考えられ
る既に納めた税金より支出する税金捻出方式 (そ
の代わりに公的サービス水準の低下という条件付
きとする)を設定した｡ 3つ目は本研究のねらいで
ある保険による支払いである｡ 個人が支払う保険
金の一部を利用して道路整備が行われるとし､支
払いについては現在の保険料に地域災害保険料を
上乗せする形をとった｡この保険による支払いは､
利用者個人が地域の交通網の信頼性を確保するた
めに投資する､という方法である｡
②は調査実施の際､対象について被験者が共通
した認識をもっているか､どのような前提条件を
暗黙のうちに設定しているかなど､回答の信頼性
を調べるものである｡ 本研究では､お金を支払う
ことに賛成者 している被験者を対象として､①今
回以上の大規模災害が予期された場合､②防災対
策により雇用の増加が地域に期待された場合､③
代替道路整備により観光客の確保 ･増加が見込ま
れた場合､という 3つの前提条件を与えた｡そし
て､これら 3つの前提条件が追加されたことによ
り､既に回答した支払い額に変化が生じるかを尋
ねた｡こうした前提条件による検証について､肥 
田野 8)は調査票の説明で記載されていない部分に
ついてはそれぞれが暗黙のうちに何らかの前提条
件を設定しており､それによって回答内容に変動
があることが考えられる､と述べている｡勿論､
回答者が暗黙裏に抱いている前提条件に違いがあ
って､WTPに変化を与えているのであれば､今回
の cvM調査は失敗したこととなる｡ 
4.3調査内容
調査票には､事例として今回の有珠山噴火によ
る交通網への影響について図を用いて説明した｡
過大評価を避けるため､噴火の様子など写真によ
る極端な説明は避け､道路の迂回状況､交通規制
の状況などについて説明した｡説明後､今回の噴
火によって生じた交通規制による影響と､その利
用頻度についての設問を行った｡次に表_1に示す
ように代替道路整備の計画についての説明をして
から､計画に対して ｢賛成｣､｢反対｣及び ｢わか
らない｣から選択してもらい､賛成の回答者には､
いくらまで支払えるかについて尋ねた｡設定金額
は 0円から 5万円までを 9段階に分け､更にこれ
以上の支払いが可能な場合は金額を記入させる計 
10段階とし､段階ごとに ｢賛成｣か ｢反対｣につ
いて尋ねた｡支払い方法は､先ほど説明した 3種
類を設定 し､この中より負担金と税金捻出､保険
と税金捻出を組み合わせ､更に支払順序を入れ替
えた合計 4種類の調査票を作成し調査を実施 した｡
義-1調査で実際に用いた支払いの質問 (負担金)
説明①～説明③で示 してきたように､火山噴火によっ
て火山周辺地域の幹線道路綱を通行する人や物資の輸送に
も影響が及ぶことがあります○したがって､火山災書が
生して､周辺の道路交通網が寸断されたとしても､ス 発
ズな迂回が可能な高速道路や国道のネットワークが ムー
れていて､出来る限り通常通りの交通利用を可能 整備さ
用者の方々が安心して利用できる道路交通網が望とし､利
そこで､火山災書による道路交通網の寸断が まれます○
人々の日常生活や事業所.企業の業務に支 起こつても､
な｢高速道路.国道のネットワーク｣つまり｢障がでないよう
を行い､それを推持するために､仮に 代替道路の整備｣
金を徴収 し､その絵額を代替道路の 今年 1年間だけ負担
があるとしますoこの計画はあな 整備費用にあてる計画
実現 しますが負担金がない場合 たの意志により､す ぐに
からこないこの計画が実現し代には､いつ実現するかは分
災書時の円滑な復旧活動が 替道路の整備がなされると､
陣をきた 行え､日常生活および業務に支
す恐れが大幅に軽減されまますoただし､負担金を支
費は今年のみ増える 払うことにより､あなたの家計の出
たの家計が購入で ものとします○この出費によってあな
きる別の商品やサービスが減ることを十分念頭においてお答え下さい o あなたはこの計画に
すか ? スムーズな迂回が 賛成で
可軌 道 都 市 A
描ネジ -7 
f
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5 ケーススタディ
5.1調査の実施
調査は平成 12年10月下旬から11月初旬にかけ
て､札幌市と函館市の一般住民を対象として直接
配布 ･回収方法で行った｡両都市の居住者を調査
対象者とした理由は､広域交通行動において有珠
山噴火災害の影響を強く受けた可能性が高い地域
と考えたためである｡ 配布数は､それぞれの都市
で 100票であり､有効票は札幌市が 68票(有効回
収率 ;68%)､函館市が40票(同 ;40%)であった｡
調査票から被験者ごとの噴火の影響を分析した
ところ次のことが分かった｡まず､今回の有珠山
噴火による交通網への影響については､図-4で示
すように函館の回答については半数に影響があっ
たとするのに対し､札幌の回答者は 2割にとどま
っており､地域によって影響の度合いが異なると
いえる｡ 次に､札幌と函館間の移動頻度について
比較したところ､函館の被験者の 9割が年に数回
の利用があると答えているのに対して､札幌の被
験者では年に数回とする者が半数であった｡利用
目的について比較すると札幌は観光 ･行楽 ･レジ
ャーの回答の割合が多く､函館は業務 ･仕事目的
の利用を選択する割合が多かった｡以上のことか
ら､函館の被験者は有珠山噴火による交通規制区
間の利用頻度が高く､影響も大きかったといえる｡
そこで本研究では､以下のcvMの分析を､｢札
幌｣と｢函館｣の被験者に分けて行うこととした｡
函館
札幌
-----
… … ‥●… l0 20 40 60 80 100
影響あり
⊂ コ 影響無し図-4
噴火による交通網-の影響 (%)5.2WT
Pの結果札幌と函館の回答者を分けて､支払い意志
額の計測を行った｡具体的には､3種類の支払
形態について､それぞれ ｢計画に賛成｣する回答
者の値のみを用いて､非集計ロジットモデルによ
りパラメータを推計し､wTPの推定を行った｡
31 表-2は地域別･支払形態別(負担金､税金
捻出､保険)に行ったモデルパラメータの推定結果(
6つのケース)を示したものである｡ これより､
6つの分析とも尤度比 ･的中率が高く信頼性の
高いモデルが構築できたことがわかる｡ 次に賛成
率 (計画に賛成する割合)の値を地域別で比較す
ると､負担金 ･税金捻出の支払形態において､札
幌に比べて函館の回答者の方が高い傾向にある｡
これは､道
路の利用頻度や利用目的の違いによるためと考えられる
｡図-5-図-7は､地域別 ･支払形態別にw
TPの値を示したもので､税金捻出､負担金､保険の
順にwTPの値が高い傾向が見られた｡支払賛成率
50%のWTP値を見ると負担金と税金捻出は札幌･
函館ともに 10000円を越えている｡ また､負
担金と税金捻出の 2支払形態については金額の差
はほとんどみられないが､保険については賛成率が 2割
程度と低く､wTPについても5000円程度
となっており､他の支払形態に比べて低い借
となった (図中､横軸のスケールが異なるこ
とに留意)｡表-2地域別 ･支払形態別のモデル推定結果
(6分析)札 幌 負担金
税金捻出 保険α 1.927 2.694
2.657(t値) (4.478) (8.756) (3.
167)β 1.740*10-4 2.453*10
4 5.888*10-4(t値) (4.780) (8.957) (3.04)
尤度比 0.628 0.719 0.8中央値(円) ll,072 1,981
4,512平均値(円) ll,848
ll,248 4,616的中率 0.808 0.866 0
.904賛成率 0.314 0.514 0
212総額(万円) 63
0,000～ 1,016,000～ 1
72,100～670,000 1,041,000
176,000函 館 負担金 税金捻出 保険α 2.
0466 1.402 2.464(t値) (.022) (5.50) (2.688
)β 1.578*10-4 0.966*104
5.350*10-4(t値) (4.077)
(5.623) (2.636)尤度比 0.609 0.477 0.
78中央値(円) 13,214 14,509 4,600
平均値(円) 13,978 16,48
1 4,727的中率 0.861 0.784
0.911賛成率 0.4 0
田村 亨,三好 敬史,斎藤 和夫
支払賛成率(%)
0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000
提示金額(円)図-5 WTPの推
計(負担金の場合)支払賛成率(%)0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,0
00提示金額(円
)●図_6 WTPの推計(税金捻出
の場合)支払賛成率(%)0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000
提示金額(円)図-7 WTPの推計(保
険の場合)本研究は､保険支払形態型 cvM の適
用可能性を検討するものである｡そこで､上記の
ように､賛成率･wTP借ともに､負担金 ･税金
捻出に比べて低い借をとった理由を検討する｡ま
ず､負担金､ 32 L税金捻出､保険という各支払
形態共に､被験者の3割程度が ｢わからない｣と
回答しており､調査票の設計時におけるアンケート
項目の分かり難さがあったことが分かる｡このこと
も含めて､保険の支払いに対する賛成率･wT
P借が小さかったことを､自由回答欄の意見より
考察すると､保険支払の反対理由は 2つに分かれ
ていた｡それは､①地域で災害保険を制度化する
ことへの反対と､②保険で道路整備を行うこと
-の反対であった｡本研究のねらいは､保険支払いによっ
て､将来災害が発生しても日常通りの交通が利用
出来る道路網形成に対する安心感を評価することであ ｡
しかし､今回の調査から､以下の 3点が指摘でき
､少なくとも､
保険による支払いには抵抗があることが分かる｡
①地域災害保険という､地域間での防災の取り組
みと保険を組み合わせた制度に対する意識が低
い｡②公共施設に対して個人が保険をかける
こと-の意識が低い｡③本来保険という
ものは災害が発生した後に補償されることが一般的で
あるとされているが､今回はあえて現在の防災
施設整備に利用するという状況を設定したため
､ねらいとする状況を適切に理解してもらうこ
とが出来なかった｡わが国においては､19
97年に民間の保険会社として初めて､火災保険とセットでない地震保険
が売り出された｡地震国日本でそれまで民間地震保
険がなかったのは驚くべきこととまでいわれ､マ
スコミでも取り上げられたことである｡本研究が
対象とする､地域災害保険も､都道府県単位での
制度化の動きがある｡本研究をとおして分かっ
たことは､①各支払形態共に全体の 3割程度がわか
らないと回答しており､特に保険の支払いに対す
る割合が大きかったこと､②地域が公共施設のリス
クに対して保険をかけるという考えに対して4人
中1人が賛同し､5000円
弱の支払い意思があることが明らかになったこと､
である｡調査票の設計の本質に関わる部分であるが
､｢公共が行う防災の範囲と保険｣の関係につ
いて､一般利用者へのより分かりやすい説明が必要
保険支払型仮想的市場評価法による道路網のリダンダンシー評価
えると､一部の対象者の支払い意思額の総額とな
っているが､税金捻出の場合､札幌 ･函館の 2都
市で 120億円程度の値になっている｡
5.3前提条件による変化
計画に賛成する回答者のみ､支払金額の設問の
後に､3つの前提条件によって支払いに変化がある
か尋ねたところ､表-3に示す結果となった｡数字
は支払の変化それぞれの割合である｡
秦-3前提条件による支払いの変化
負担金 税金
#札 幌 ① ② ③ ① ②
③ ① ② ③変化なし 0.45 0.73 0.73 0.60 0.51
0.68 0.57 0.57 0.57増加 0.55 0.18 0.18 0.
31 0.40 0.20 0.29 0.29 0.29減少 0.(X)0.(X)
0.CX)0.06 0.03 0.03 0.(X)0.(刀0.00支払停止 0.(X) 0.09 09
3 0.06 0.09 0.14 0.14 0.14函 館 ① ② ③ ① ②
③ ① ② ③変化なし 0.63 0.75 0.75 0.63 0.68
0.74 0.33 0.83 0.66増加 037 0.25 0.25 0.37
0.21 0.21 0.50 0.(X)0.17減少 0.(X)0.00.CO0.CO 00 00 (X)
.(X)0.00支払停止 0.(X) 0.(X)0.α)0.α)0.ll 0.05 0.17 017
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に変化がないと答えており､今回の調査における
賛成者の回答については前提条件に対 しても変動が少なく､信頼できる
と考える｡ただし､①の被害規模の拡大の条件に付
いては､金額を増やすとする回答者の割合が高い
傾向があり､回答者は将来的な災害に対しての規
模の程度を各個人で想定していることが考えられ
る｡ 6 おわりに本研究は2
000年3月に発生 した有珠山噴火災害を対象と
して､代替道路整備に対する利用者の信頼性 ･安全性の向上効果に
ついて保険支払形態型cvMを用いて評価 したも
のである｡本研究から分かった点は､以下の3点
である｡① リダンダンシー評価と保険について研究
レビューを行い､保険支払形態型 cvM の位置
付けを明確にした｡②保険支払形態型 cvM によ
る信性の評価を行ったところ､負担金や税金捻
出といった従来型の支払い方法に比べて､保険支払形態はwTP値
と賛成率が小さいことが分かった｡これは､調
査票設計の本質に関わる部分であるが､｢公共が行 う防災の範囲と保
険｣の関係について､被験者へのより分かりや
すい説明が必要であったためと考えられる｡
③cvM における前提条件の違いが支払い意志に
与える影響を分析 したところ､回答の信頼性は
高いことが確認できた｡最後に cvM の使い
方として､調査の結果を地域住民へ還元 して､住
民の合意形成に利用することが考えられる｡調査
結果を行政の間だけで議論することなく､地域住
民との意見交換の場での資料として用いることで
､地域または個人にとって防災上の代替道路網はどの
ようなものが必要で､どれを優先的に整備すべき
なのか､について考えていく為の材料となる可能性
が高い｡具体的には税金の使われ方など､情報公
開につなげることも必要である｡こうした動きは
近年､pIの必要性が強 く示されていることでも明
らかである｡当該研究分野でもcvM とpIとの関連について
議論がなされているが､実際には
都市 ･地域計画分野においての研究事例はあまり見られない｡この
ため回答精度を高める方法､調査方法の改善と同時並行I
して､結果の地域住民への還元方法が今後の課題となろう｡
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